
京田辺市測量・建設コンサルタント業務等競争入札参加資格承継事務取

扱要領 

 

平成２７年４月１日 

 

（趣旨）  

第１条 この要領は、京田辺市契約規則（平成１６年京田辺市規則第８号）第

７条の規定に基づき、京田辺市が発注する測量業務、土木関係建設コンサル

タント業務、地質調査業務、建築関係建設コンサルタント業務、補償コンサ

ルタント業務、環境測定業務等（以下「業務」という。）に係る入札参加資

格者名簿に登録された者の競争入札参加資格の承継に係る手続き等について、

必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） 合併 会社法（平成１７年法律第８６号。以下「会社法」という。

）の規定に基づく合併をいう。 

（２） 会社分割 会社法に規定に基づく会社分割をいう。 

（３） 事業譲渡 会社法の規定に基づく事業譲渡をいう。 

（４） 法人成り 個人事業主が当該事業を法人に承継することをいう。  

（５） 相続 個人事業主が、死亡又は高齢等の理由により相続人に当該事

業を承継することをいう。 

（６） 承継者 入札参加資格の承継を受けようとする者で、合併における

吸収合併存続会社又は新設合併設立会社、会社分割における吸収分割

承継会社又は新設分割設立会社、事業譲渡における譲受会社、法人成

りにおける法人、相続における相続人をいう。 

（７） 被承継者 承継人に対し入札参加資格を承継させる者で、合併にお

ける吸収合併消滅会社又は新設合併消滅会社、会社分割における吸収

分割会社又は新設分割会社、事業譲渡における譲渡会社、法人成り及

び相続等における個人事業主をいう。 

 



（承継の範囲） 

第３条 この要領に基づき、承継を申請できる入札参加資格の範囲は、被承継

者が有していた入札参加資格の登録業種の範囲内とする。 

２ 承継者の事業実績高は、被承継者が測量・建設コンサルタント業務等に係

る競争入札参加資格審査申請時に提出した測量・建設コンサルタント業務等

入札参加資格審査申請受付簿の経営規模等の概要に記載している直前２年間

の平均実績高とする。 

（承継審査） 

第４条 入札参加資格の承継を希望する者は、入札参加資格承継審査申請（以

下「承継審査申請」という。）を行い、市長の審査を受けなければならない。 

（承継審査申請に必要な基本要件） 

第５条 承継審査申請を行うことができる承継者は、次の各号に掲げる要件の

いずれにも該当する者でなければならない。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項に規定する者に該当しないこと。 

（２）  承継申請を行う登録業種について、必要とする法令又は条例に基づ

く許可、登録、届出等（以下「法令の許可等」という。）が、別表に

定めのある場合は、当該法令の許可等を有していること。 

（３）  法人税（個人事業主の場合は、申告所得税）並びに消費税及び地方

消費税の滞納がないこと。  

（４） 京田辺市が課するすべての税の滞納がないこと。 

（５） 京田辺市暴力団排除条例（平成２６年京田辺市条例第２０号。以下

「条例」という。）第２条第１項第４号に掲げる者でないこと。 

（６） 条例第２条第１項第４号アに掲げる暴力団員と社会的に非難される

べき関係を有するものでないこと。 

２ 前項各号に定めるもののほか、承継事由ごとに必要な要件は別に定める。       

（その他)  

第６条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 



別表（第５条関係） 

登録

業種

区分 
細目 業種名 法令や登録規程に基づく登録 

１ 

１ 測量一般 
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５ 
５条第１項に基づく登録 ２ 航空測量 

３ 地図の調整 

２ 

４ 土質・基礎及び地質 

建設コンサルタント登録規程（昭和５２年 
建設省告示第７１７号）第２条第１項に基 
づく登録 

５ 道路 

６ 鋼構造・コンクリート 

７ 河川・砂防・海岸 

８ 造園 

９ 上下水道・工業用水道 

１０ 下水道 

１１ 農業土木 

１２ 都市計画・地方計画 

１３ 建設環境 

１４ 廃棄物 

１５ その他（上記以外のもの） 

３ １６ 地質調査 
地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省 
告示第７１８号）第２条第１項に基づく登 
録 

４ １７ 建築関係建設コンサル 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第 
２３条第１項に基づく登録 

５ 

１８ 土地調査・評価 
補償コンサルタント登録規程（昭和５９年 
建設省告示第１３４１号）第２条第１項に 
基づく登録 

１９ 物件・機械・営業・事 
業損失 

２０ 補償関連・総合補償 

６ ２１ 環境測定 測量法（平成４年法律第５１号）第１０７ 
条に基づく登録 

７ 

そ 

の 

他 

２２ 施工管理（土木）  

２３ 下水漏水調査  

２４ 土地家屋調査（士） 土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２ 
８号）第８条に基づく登録 

２５   



 


